
南伊勢町の財務状況把握結果（要旨）

（R8. 1. 22 財務省 東海財務局 津財務事務所）
財務指標の経年推移

R5年度R4年度R3年度R2年度R1年度

11.2月10.3月9.7月11.5月11.6月①実質債務月収倍率

10.0年6.0年5.1年9.1年9.6年②債務償還可能年数

9.3%14.1%15.6%10.5%10.0%③行政経常収支率

7.4月8.4月8.2月8.2月9.7月④積立金等月収倍率

三重県平均全国平均類似団体平均

5.4月5.9月6.2月①実質債務月収倍率

4.2年4.8年5.7年②債務償還可能年数

12.3%12.5%10.2%③行政経常収支率

8.2月7.7月7.2月④積立金等月収倍率

※ 平均値はいずれもR5年度



当町は、漁業や農林業が基幹産業となっており、なかでも漁業については、県内一の水揚
げ量を誇っている。人口減少や少子高齢化の進展により地域産業の担い手不足や後継者
問題が大きな課題となる中、町独自の施策として後継者育成・担い手確保事業を実施するな
ど、働きやすく稼げる活力ある産業の実現に向けた取組みを推進することで、新規漁業就業
者受入経営体数は総合計画で定めた目標を大きく上回る実績となっている。また、合併特例
債や過疎対策事業債等の交付税措置の大きな起債等を活用し、ハード・ソフト両面から防災
体制の強化に取り組むなど、南海トラフ地震への対応を計画的に進めている。

一方、財政運営においては、地方交付税等の依存財源が約8割を占める財政構造となって
いる。東西に広い地形で38の行政区が点在していること等を背景に、人件費や下水道事業
に対する繰出金等が類似団体に比して高い水準で推移する中、委託料等の物件費やごみ
処理広域化開始に伴う鳥羽志勢広域連合負担金の増加等により行政経常収支が減少して
いる。

今後、地方交付税の増加等による収支改善を見込んでいるものの、公債費の増加への対
応として減債基金の計画的な取崩しや地域振興基金等の取崩しを見込んでいることから、基
金残高が減少する見込みである。また、これまで公共施設の高台移転等のハード整備につ
いて合併特例債等を財源として進めてきたことから、地方債現在高は類似団体に比して高い
水準で推移する中、今後も防災基盤整備事業や小中学校統廃合事業等の実施を予定して
おり、その財源として起債を予定していることから、地方債現在高は更に増加する見込みで
ある。

以上の通り、今後も町民の命と暮らしを守る「安全安心のまち」の実現のために必要な事業
を計画的に進めていく方針であるが、地方債現在高の増加等が見込まれることから、引き続
き、財源確保や公有財産の適正な管理等に努め、限られた財源を効率的、効果的に活用す
ることで、オール南伊勢で健全で持続可能な財政運営に取り組まれたい。
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